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問題１

２５歳男性・会社員が、事故で全身麻痺の障がい状態で介護が必要となった場合、
６５歳の公的介護保険給付を受けられるまでに必要な金額はいくら？

①約2,000万円 ②約3,000万円 ③約4,000万円 ④約5,000万円

（ヒント）

月々の生活費・介護費用と、障害基礎年金・障害厚生年金の差額です。

保険クイズ １ Ｐａｇｅ.1



問題２

１０代～６０代男女の入院理由は以下のとおりです。
下の空欄に当てはまる組合せはどちらでしょうか。

① Ａ：がん Ｂ：脳血管疾患 Ｃ：骨折 Ｄ：がん Ｅ：脳血管疾患 Ｆ：骨折

② Ａ：骨折 Ｂ：がん Ｃ：脳血管疾患 Ｄ：がん Ｅ：骨折 Ｆ：脳血管疾患

保険クイズ 2

女性 10代 20代 30代 40代 50代 60代

1位 がん がん がん Ｄ がん がん

2位 肺炎 骨折 乳房等の疾患 Ｅ 脳血管疾患 脳血管疾患

3位 骨折 乳房等の疾患 骨折 Ｆ 骨折 骨折

Ｐａｇｅ.2

厚生労働省「患者調査」



問題３

従業員に万が一のことがあった場合、残されたご家族に会社としての弔慰金を
ご準備しておくことが必要です。

例えば、従業員３０名、男性・女性が半々（１５名ずつ）の会社で、死亡保険金
５００万円（合計１５０００万円）の団体定期保険に加入した場合、年間の保険料
はおよそいくらになるでしょうか。

計算の便宜上、従業員年齢は全員３５歳とします。

①約３０万円 ②約４０万円 ③約５０万円 ④約６０万円

保険クイズ ３ Ｐａｇｅ.3



○保険とは、国の社会保障ではカバーされない個別・個人的（含む、法人）リスクに
対してあらかじめ少額の資金を拠出し、偶発的に発生する事故の経済的保障を
得る仕組み

○金銭を支払い金銭の給付を受ける ＝ 金融業 ＝ 金融機関として監督

○銀行業・保険業 内閣総理大臣の認可 ＝ 免許主義 保険業法による監督
最低資本金（相互会社の場合、基金）１０億円

○保険の「分野」
①人の生死に関し一定額の保険金を支払う保険（生命保険、いわゆる第１分野）
②一定の偶然の事故による損害を補填する保険（損害保険、いわゆる第２分野）
③傷害、疾病、介護保険等（いわゆる第３分野）

①＋③＝生命保険 （第３分野の大手社への解禁は2001年←日米保険協議）

○ＴＰＰ交渉においても、医療分野の規制緩和が求められており、自由診療・混合診
療にかかる費用を内外の保険会社が保障する等の動きが予測される。

生命保険とは Ｐａｇｅ.4



ヨーロッパにおける生命保険の萌芽

＜ギルド＞ 平素から一定の組合費を払い込んで積み立て、組合員の不幸・仕事の
（中世ﾖｰﾛｯﾊﾟ） 失敗に備えた。葬式代、遺族の生活保護、困窮した組合員の救済、商

品・原料の購入等の助け合いを行ったことから、これを生命保険のはじ
まりとする見方もある。

＜香典前払い組合＞ロンドン・セントポール寺院の牧師による互助組合。
（17世紀後半）

＜友愛組合＞ 産業革命によって登場した労働者層の貧困救済手段。
（18世紀中頃～現在） 組合員による賦課方式。

○エドモンド・ハレー「死亡表に関する論文」1693年

＜エクイタブル・ソサエティー＞1762年ロンドンで設立。年齢別・平準保険料を採用。
最初の近代的保険会社。

生命保険の歴史 Ｐａｇｅ.5



○福沢諭吉「西洋旅案内」（1867年）において「インシュランス＝災難請合と訳し、生保事業を
人の生涯を請合う事」と紹介（損保事業は火災請合・海上請合）

＜共済五百名社＞1880年設立。安田生命の前身。
＜明治生命保険＞1881年設立。初の今日的近代的生命保険会社。
次いで帝国生命保険（現朝日生命）。日本生命はその次、1889年開業。
ちなみに富国生命の設立時の名称は「富国徴兵保険」。戦前は徴兵保険専門会社も数社。

○今日までの主な流れ
・簡易保険の開始（1916年） 官営の月払・小口保険

・保険募集取締規則の施行（1931年）外務員登録制、予想配当・他社比較文書禁止。
戦後の「保険募集の取締に関する法律」（1948年）へ

・高度成長期における「護送船団方式」、
募集体制改善に向けた「募集体制改善３ヵ年計画」（1976年）

・新「保険業法」の施行（1996年）、金融制度改革（日本版ビッグバン）に伴う改正により、
保険契約者保護、保険会社の健全性について監督強化。
監督手法は保護⇒自己責任へ（1997年～2001年に7社が経営破綻）

・銀行窓販（2002年 年金 ～ 2007年 全面解禁）、ネット専業生保会社設立（2008年）

わが国における生命保険の歴史 Ｐａｇｅ.6



○大正時代、生命保険の有用性が認識される大きな出来事二つ。

①スペイン風邪の流行（大正７年～）
世界中に蔓延したインフルエンザ「スペイン風邪」により、
日本では３９万人が死亡。
②関東大震災（大正１２年）
東京・神奈川を中心とする１都４県で、焼失・家屋倒壊は約６０万戸、
死者１０万人。

いずれも、生命保険会社が多額の保険金を支払い、その使命を果たしたことが
生命保険の必要性と役割を大きく認識させることになった。

○平成２３年３月１１日、東日本大震災発生。

生命保険会社全社挙げての安否確認の実施。
― 全社合計で１３１万件のアウトバウンドコールを実施。
― 全社合計で１３６３万通のダイレクトメールを発信。
⇒ 東北３県で約２９３万名のお客様の安否を確認（確認率９９．９７％）

生命保険 豆知識 1 Ｐａｇｅ.7



○東日本大震災 保険金等のお支払い実績（平成２５年３月２９日現在）

２１，０２７件 １，５９９億円
（うち、行方不明者 ３，７５２件 ２７９億円）

○災害地域生保契約照会制度の創設

災害救助法が適用された地域において、家屋等の流失・焼失等により生命保険
契約に関する手がかりを失った方が、生命保険協会に問い合わせることにより、
生命保険契約の有無を確認できる制度。東日本大震災対応で実施、拡大・継続。

○今後は、マイナンバー制度も活用することで、平常時の適切な保全サービスの提
供に加え、震災時の被災者に対する確実な保障の提供のための情報連携を強化。

生命保険 豆知識 ２ Ｐａｇｅ.8



わが国の保険業界の規模

【収入規模】

○生保収入保険料 ３４兆７３８１億円

○損保元受正味保険料 ８兆５６８８億円
※Ｈ２５年度。生命保険協会・損害保険協会集計数値

【資産規模】

○生保総資産 ３５０兆５８２６億円

○損保総資産 ２９兆３０００億円

※Ｈ２５年度。生保は生命保険協会集計、損保は一部会社Ｈ２４年度数値を含み1000億未満切上げ

生命保険 豆知識 ３ Ｐａｇｅ.9



○基本的な仕組み 【貯金は三角 ・ 保険は四角】

１．死亡保険
①定期保険 ②終身保険

２．生死混合保険
○養老保険

生命保険の種類 1

加入 保障終了 加入 生涯保障

加入 満期

満期までに被保険者が死亡した
場合は、満期保険金と同額の死
亡保険金を支払い。

Ｐａｇｅ.10



３．医療保険

４．生存保険
○年金保険

５．新しいタイプの生前給付保険 ： 死亡保障＋生存中の特定状態の保障
○３大疾病（がん・脳卒中・心筋梗塞）、要介護状態、身体障害状態等になった場合、
生存中に保険金を支払い。

生命保険の種類 2

加入 払込終了

加入 保障終了

介護保障保険の場合、保障期間中、所定の要介
護状態になった場合、死亡保険金と同額の介護
保険金を支払い保険契約は消滅。

入院や手術に対し給付金を支払う保険。入院１日あたり●●●●円、１手術あたり○○万円等。
がん保険等もこのカテゴリー。定期タイプ・終身タイプがある。

満期保険金を年金払い。終身タイプ・有期タイプが
ある。払込満了までに被保険者死亡の場合、払込
保険料＋αを死亡給付として支払うのが一般的。

・・・

Ｐａｇｅ.11



生命保険の種類 ３

＜法人向け商品＞ 日本生命の例

Ｐａｇｅ.12

保険料を（一部）損金処理しつつ、
大型の死亡保障と、中途

解約時のキャッシュバリューの両
方を準備できるタイプの商品

加入後一定期間の解約払戻金を
抑えることにより、その後の
キャッシュバリューを高めた商品

長期定期保険
（ｽｰﾊﾟｰﾌｪﾆｯｸｽ）

ご契約 保険期間満了

保険料払込期間

解約払戻金

死
亡
保
険
金

低解約払戻金型
長期定期保険
（ﾈｸｽﾄﾛｰﾄﾞ）

ご契約 保険期間満了低解約払戻金期間満了

低解約払戻金期間

解約払戻金

死
亡
保
険
金



生命保険の種類 ３

＜法人向け商品＞ 日本生命の例

Ｐａｇｅ.13

保険料を（一部）損金処理しつつ、保険
金額の逓増に向けて早期に責任準備金
（解約返戻金）を積み上げていく商品

個人向け商品の多くは法人を契約者として加入可能。

死亡保険金額では、９．９億円まで、年金額では年６０００万円まで。

生前給付タイプの商品に加入することにより、経営者の闘病時の減収をカバーする
方法も。



各国の生命保険業績 2012

[主要7カ国]

国名
日本 米国 英国 ドイツ フランス イタリア カナダ

収入保険料 43,489,200 567,756 129,894 82,823 116,241 72,597 51,749 

（各国通貨、百万） 円 米ドル ポンド ユーロ ユーロ ユーロ ｶﾅﾀﾞﾄﾞﾙ
米ドル換算収入保険料（百万） 524,372 567,756 205,918 106,411 149,346 93,273 51,783

世界市場占率（%） 20.01 21.66 7.86 4.06 5.70 3.56 1.98

世界市場順位 2 1 3 6 4 7 11
収入保険料の対GDP比（%） 9.17 3.65 8.44 3.12 5.64 4.46 2.85 

１人当たり収入保険料（米ドル） 4,142.5 1,808.1 3,255.8 1,299.3 2,239.2 1,473.2 1,493.4 

年末資産3 344,998 5,493 1,567 765 1,860 451 571

（各国通貨、十億）
円 米ドル ポンド ユーロ ユーロ ユーロ カナダドル

米ドル換算年末資産（十億） 3,664 5,493 2,411 1,007 2,447 593 560

年末資産の対GDP比（%） 64.1 36.7 99.6 29.6 93.9 29.6 32.2

会社 数（社） 43 895 294 93 122 72 94

国内総生産（GDP）（十億米ドル） 5,716 14,957 2,420 3,399 2,605 2,007 1,737

人 口（百万人） 126.6 313.2 62.8 81.7 65.6 60.8 34.3 

1人当たりGDP（千米ドル） 45.15 47.76 38.54 41.60 39.71 33.01 50.64

対米ドル通貨換算率 （年平均） 82.94 1.00 0.63 0.78 0.78 0.78 1.00 

（年末） 94.16 1.00 0.65 0.76 0.76 0.76 1.02 

（各国通貨） 円 米ドル ポンド ユーロ ユーロ ユーロ カナダドル

Ｐａｇｅ.14

※収入保険料は、集計方法・対象や時期等の違いにより、各国協会等発表数値と異なる場合がある



各国の生命保険業績 2012

[アジア9カ国]

国名
韓国 台湾 タイ マレーシア ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

収入保険料 87,907,360 2,147,792 334,991 29,386 15,317 102,437,600 95,643 890,806 2,900,315 

（各国通貨、百万）
ウォン新台湾ドル バーツ リンギット

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
ﾄﾞﾙ

ルピア ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 人民元 ルピー

米ドル換算
2
収入保険料（百万） 78,920 72,522 10,789 9,513 12,257 10,894 2,265 141,208 53,300

世界市場占率（%） 3.01 2.77 0.41 0.36 0.47 0.42 0.09 5.39 2.03

世界市場順位 8 9 29 31 26 27 41 5 10

収入保険料の対GDP比（%） 6.87 15.03 2.95 3.08 4.43 1.24 0.90 1.70 3.17 
１人当たり収入保険料（米ドル） 1,578.1 3,107.1 156.5 329.9 2,471.8 45.8 23.3 102.9 42.7 

年末資産3 496,578 13,052 1,488 167 132 188,458 532 - 15,813

（各国通貨、十億）
ウォン新台湾ドル バーツ リンギット

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
ﾄﾞﾙ

ルピア ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 人民元 ルピー

米ドル換算
2
年末資産（十億） 439 431 47 55 108 21 12 - 291

年末資産の対GDP比（%） 38.2 93.5 13.6 17.7 39.1 3.0 5.4 - 17.3

会 社数4 （社） 24 30 23 17 19 46 30 63 24

国内総生産（GDP） （十億米ドル） 1,149 461 346 309 277 707 225 8,303 1,679

人 口（百万人） 50.0 23.3 68.6 28.8 5.0 232.8 95.4 1,372.3 1,249.0

1人当たりGDP（千米ドル） 22.98 19.79 5.04 10.73 55.40 3.04 2.36 6.05 1.34

対米ドル通貨換算率 （年平均）2 1,113.88 29.62 31.65 3.09 1.25 9,403.20 42.23 6.31 54.42 

（年末）2 1,131.40 30.29 31.69 3.06 1.22 8,991.00 43.93 6.29 54.39 

（各国通貨）
ウォン新台湾ドル バーツ リンギット

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
ﾄﾞﾙ

ルピア ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 人民元 ルピー

Ｐａｇｅ.15



米国：ブローカー（58％）、一社専属エージェント（35％）。
年金が収入保険料の過半。生命保険（年金除）の世帯加入率78％。個人保険に限る
と約50％。生命保険会社数895社

英国：ＩＦＡ（Ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔ Ｆｉｎａｎｃｉａｌ Ａｄｖｉｓｅｒ・独立ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）（75％）。
一時払商品が91％。世帯加入率は約40％。多くは一時払。
生命保険会社数294社

フランス：銀行（60％） ﾊﾞﾝｶｼｭｱﾗﾝｽ先進国。
生存保険が収入保険料の76%。生命保険会社数122社

一方、日本では43社が営業、世帯加入率は約90％。わが国での生命保険加入率の
高さの背景には、こんなことがありました・・・

・女性の社会進出の遅れ＝収入源を持たない家族を支える仕組みが必要
・女性営業職員をメインにした販売体制＝無形・弱需要である生保商品のニーズを

粘り強く掘り起し。
・経済発展のなかでの世間並（今の生活水準を守るため＋他の家庭でも・・・）への
意識の高まり（中流意識）

等々

主要国のメインチャネル・販売商品の特徴 Ｐａｇｅ.16



うろ

ブローカーとＩＦＡ Ｐａｇｅ.17

【ブローカー】（保険仲立人）と代理店の違い

ブローカー

ブローカー

直接契約締結（ﾌﾞﾛｰｶｰが事務代行）

【ＩＦＡ】（独立ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）

1988年、英国金融サービス法施行時、投資アドバイスを伴う商品を販売する者は、会社代理人（１社専属）となる
か、もしくはいずれの保険会社にも属したり代理したりせず中立の立場で販売する（ＩＦＡ）か、のいずれかを選択し
顧客に開示するという、いわゆる「二極化ルール」の導入により登場。
ただ、手数料の高い商品をすすめる傾向（ｺﾐｯｼｮﾝﾊﾞｲｱｽ）があることから、2004年末に二極化ルールが廃止され
複数会社の商品を扱う乗合代理店が認められた。（いずれも「ベストアドバイス義務」なし）

ブローカーは直接商品を
販売しない（仲介のみ）



高齢化の進展に伴い、社会保障給付費は急増。
年金 医療 福祉その他 対国民所得比率 国民所得

1980年 10.5兆円 10.7兆円 3.6兆円 12.15%             203.9兆円
1990年 24.0 18.4 4.8 13.61 346.9
2000年 41.2 26.0 10.9                        21.01                   371.8
2012年 53.8 35.1 20.6                        31.34                   349.4

５．１倍 ３．３倍 ５．７倍 ２．６倍 １．７倍

一方で、国民負担率は先進国に比べ低水準。
国民負担率 うち社会保障負担率 うち租税負担率

日 本 39.9% 17.1%                                 22.7%
アメリカ * 30.3                         8.6          21.6                             
イギリス 45.8                       10.8             35.0
ドイツ 53.2                       22.9                30.3
フランス 60.1                       25.2                   34.9
スウェーデン 62.5                       12.4             50.2       

*アメリカでは職域における民間医療保険が中心。加えて、医療制度として高齢者層対象のメディケア、貧困層対象のメディケイド

があるが、いずれも保険料は自己負担。

⇒わが国でも制度維持には国民負担率（税金・社会保険料）引き上げが必要？

わが国の社会保障給付費 Ｐａｇｅ.18



民間生保（かんぽ除）の契約者に対する支払金を社会保障給付と比較すると、
・死亡保険金は遺族年金の４５％
・入院・手術給付金は医療保険給付の５％（患者負担分５兆円の２０％）の規模

介護については取扱会社が少なく保険金の統計がないため、介護の原因となる高度
障害保険金・障害給付金と比較すると２．９%（⇐認知症等含まず）
介護保険給付が増加するなか「介護」が今後の生命保険事業のポイント。

老後保障については、個人年金・満期保険金が公的年金給付の１割以上にのぼる。

民間生命保険（億円） 社会保障給付費(億円） 割合
遺族保障 30,827（死亡保険金） 68,020（遺族年金） 45.3%
医療保障 10,131（入院・手術給付金） 193,130（医療保険） 5.2%
介護保障 2,247（障害保険金・給付金） 78,094（介護保険） 2.9%
老後保障 54,718（年金・満期保険金） 519,100（年金保険） 10.5%

ｲﾝｼｭﾗﾝｽ生命保険統計号2012 および国立社会保障・人口問題研究所「社会保障給付費2011」より

⇒ このように「生命保険」は社会保障を補う重要な役割を担っているにもかかわらず・・・

生命保険（自助努力）と社会保障 Ｐａｇｅ.19



社会保険料と民間保険料 ～ 保険料リストラの進行

※総務省「家計調査」より大和総研作成

【月間実収入に対する社会保険料・生損保保険料の割合】
～ 社会保険料負担増大の一方で生損保保険料の見直しがすすむ状況

家計の見直しは“保険”の
見直しから･･･の影響？

Ｐａｇｅ.20



かんぽ生命・ＪＡ共済・県民共済との保有件数・収入保険料比較は以下のとおり。
（ ）は民間生保を１００としたときの指数

個人保険保有契約件数 個人年金保有契約件数 収入保険料

かんぽ生命 1166万8,254件 119万4,072件 5兆9,112億円
（8.8） （6.2） （20.5）

ＪＡ共済 1686万4,526件 324万2,386件 4兆8,325億円
（12.7） （16.8） （16.8）

県民共済 1991万6,471件 ― 5,564億円
（15.1） （1.9）

民間生保 1億3221万3,271件 1928万4,126件 28兆8,269億円
（１００） （１００） （１００）

※ＪＡ共済・県民共済はH24年度末、かんぽ・民保（かんぽ除）はH25年度末データ。

民間生命保険と隣接業界 Ｐａｇｅ.21



総資産 350兆5826億円 一世帯あたり約６３０万円

１日あたり
収入保険料 34兆7381億円（H25年度年間） 約９５２億円
大阪府のＧＤＰ（H22年度36.4兆円）とほぼ同水準

支払保険金 14兆3078億円（ 〃 ） 約３９２億円
⇒ 年間約２４０万件のお支払い

支払年金 4兆4998億円 約１２３億円
支払給付金 4兆536億円 約１１１億円

保険金・年金・給付金計 22兆8612億円 約６２６億円

解約返戻金 7兆9976億円 約２１９億円

※2014年3月期決算企業の配当総額
6兆9043億円（6年ぶりに過去最高を更新・日経新聞社集計）

生命保険事業の規模とは・・・ （かんぽ含） Ｐａｇｅ.22



総資産350兆5826億円のうち、有価証券が285兆317億円（81.3％）。

構成比が最も高い国債（149兆8157億円、42.7％）は、平成10年度以降、16年連続で
増加。（国債発行残高の約２０％）

株式は、減少傾向が続いていたが、Ｈ25年度は18兆299億円（前年度比＋7.8％）と
2年連続で前年度を上回る。（株式時価総額の約４％）

『「責任ある期間投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫
～投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すために～』 の受け入れ

９月２日金融庁発表では、159機関投資家が受け入れ。うち生命保険会社は日本生
命はじめ17社。大手生保「物言う株主」宣言云々の報道相次ぐ。

外国証券は、過去最高を更新。（61兆4509億円。前年度比＋9.8％）
総資産の１%を振り向けるだけで3.5兆円。欧州はじめ、海外市場へのインパクト大。
８月「日本生命が海外社債投資倍増へ」の報道（数年内に４兆円規模へ）

機関投資家としての生命保険会社 Ｐａｇｅ.23



平成25年度 生命保険業績 （生命保険協会加盟43社・かんぽ含）

個人保険 新規契約件数 保険金額
1899万7,474件（▲3.3%） 66兆8368億円（▲6.3%）≪Ｈ３：215兆8079億円≫

うち終身保険 337万2,089件（▲13.0%）
定期保険 222万3,824件（＋3.6%）
養老保険 166万9,916件（▲4.3%）
医療保険 383万3,250件（＋5.2%）
がん保険 139万6,847件（▲1.8%）

個人年金保険新規契約件数 150万8,249件（▲8.6%）8兆33億円（▲6.5%）≪Ｈ５：18兆2501億円≫

個人保険保有契約件数 保険金額
1億4388万1,525件（＋5.8%） 857兆5407億円（▲0.5%）≪Ｈ８：1495兆6831億円≫

うち終身保険 2901万 731件（＋9.8%）
定期保険 1652万8,977件（＋15.4%）
養老保険 1238万4,082件（＋6.7%）
医療保険 2998万3,967件（＋7.9%）
がん保険 2116万6,023件（＋3.0%）

個人年金保険保有契約件数 2047万8,248件（＋0.2%） 103兆7886億円（＋0.3%）≪Ｈ25≫

引き続き高い医療保険ニーズ

死亡保障は定期化すすむ

意外？に根強い養老保険人気

定額年金が減少（変額は増加）

国民一人当たり１件以上！

銀行預金は 640兆8863億円
(H24年度末)

Ｐａｇｅ.24

（ ）は前年度比。 ≪≫はピーク時。



平成25年度決算にみる生保業界の構図

窓販・貯蓄性商
品の落ち込み

第三分野
好調

Ｐａｇｅ.25



平成25年度決算にみる生保業界の構図

【新契約年換算保険料の状況】

○新契約年換算保険料の状況をみると、４２社計で個人保険は対前年▲４．８％と減少に転じた。
（前年度は３．４％の増加）

○個人年金は全体では▲１．４％の減少なるも、外資・損保・異業種系は円安による外貨建年金の
円換算金額増加もあり、大幅増。伝統的生保が落としたシェアを分け合う形となった。

○第三分野は引続き増加。とりわけ損保系生保が増加が大きい。（東京海上あんしん生命の
「ﾒﾃﾞｨｶﾙｋｉｔ Ｒ」などが販売好調） かんぽ生命では入院特約「その日から」が大きく増加。

Ｐａｇｅ.26



過去１０年の生命保険業績のトレンド － 新契約

○新契約件数は不払い問題（2005年）の影響もあり、減少傾向にあったが、２００７
（Ｈ１９）年度から回復。これは、医療・がん保険等が好調を持続したことが大きい。

○２０１２（Ｈ２４）年度については、銀行窓販が好調であったほか、特約の単品商品化を
行った会社があったこと等から、件数を中心に大幅な増加をみている。

Ｐａｇｅ.27



過去１０年の生命保険業績のトレンド － 保有契約

○保有契約高は一貫して減少傾向。
一方、保有契約件数は医療・がん保険等の増加により、増加傾向。

○医療・がん保険等の増加に伴う保険金額の減少を保有件数の増加が相殺しつつあり、
解約・失効契約の下げ止まりとも相俟って保有契約の縮小に歯止めがかかりつつある。

Ｐａｇｅ.28



過去１０年の生命保険業績のトレンド － 男女別新契約

○男女別の新契約件数は逆転し、女性の新規加入件数が男性を上回る。

○その結果、2013年度の加入率は、男性８０．９％＜女性８１．９％

○女性の社会進出、独身率の増加等による保険・年金ニーズの高まりが背景。

Ｐａｇｅ.29



生命保険募集人数の推移 Ｐａｇｅ.30

年度末登録営業職員数、登録代理店数・代理店使用人数の推移

※代理店使用人数は、法人代理店人数と個人代理店人数の合計

左軸は営業職員・代理店使用人数
右軸は代理店数

損保会社による
代理店選別
強化の流れ

銀行窓販の開始

かんぽ生命を
統計に算入

平成（年度）



Ｈ9 Ｈ12 Ｈ15 Ｈ18 Ｈ21 Ｈ24
生保会社営業職員 88.5 77.6 71.8 66.3      68.1      68.2
うち家庭訪問 54.2 49.7 51.3 51.0      52.5      53.0
うち職場訪問 28.9 23.6 20.4 15.3      15.7      15.2
通信販売 0.6 3.3 5.7 9.1         8.7        8.8
うちインターネット＊ － 0.2 0.8 1.8         2.9        4.5
うちテレビ・新聞・雑誌 － 3.1 4.9 7.3         5.7      4.3
生命保険会社の窓口 1.6 2.9 2.7 2.1         1.9        2.5
郵便局の窓口・営業職員 － － ― ―          2.9       2.1
銀行・証券会社 1.2 1.3 1.7 3.3         2.6       4.3
うち銀行 ― ― 1.6 3.1         2.6       4.2
うち証券会社 － ― 0.1 0.2         0.0       0.1
保険代理店の窓口・営業職員 4.0 8.8 6.7 7.0         6.4       6.9

ネット専業生保２社の新規契約高は2011年度⇒2012年度にかけ、頭打ち。

ライフネット生命は前年比▲７．９％。アクサダイレクト生命は前年比▲１８．０％。

・ライフネット生命は2013年2月から提携保険代理店を通じた保険募集を開始。
・アクサダイレクト生命は複数の地方銀行と提携し、2014年1月より窓口販売を開始。

直近加入契約（民保）の利用チャネル Ｐａｇｅ.31



「金融商品販売法」（金融商品の販売等に関する法律）
・金融サービスの利用者を保護するために、金融商品販売業者に対して、金融商品のリスク
等の重要な事項について説明する義務を課し、かつ説明義務違反の場合は損害賠償の責
任を負わせる。
（重要事項：ｅｘ．元本欠損、保険会社の経営状態＝信用リスク、

金利・通貨価格・有価証券市場相場等の市場リスク（変額保険・外貨建保険））

「保険契約者保護機構」
・破綻した保険会社から他の保険会社等に保険契約が引き継がれる際、一定の補償を限度
に各保険会社の拠出金から資金援助したり、保護機構自身が保険契約を引き継ぐことを
行う。

・資産規模：生命保険契約者保護機構 約1390億円、損害保険契約者保護機構 約501億円

・補償内容
１．補償対象となる保険契約
生命保険：全ての保険契約（個人保険、個人年金、団体保険、団体年金）
損害保険：自賠責、家計地震保険、自動車保険、火災保険（個人、小規模事業者）、

傷害・疾病・介護に関する保険、海外旅行保険
２．補償限度
責任準備金の９０％まで。自賠責・家計地震保険は１００％補償。

消費者(契約者）保護の仕組み Ｐａｇｅ.32



☆ 新しい商品・サービスの提供

①現物給付型保険商品の提供

・定額保険の給付を金銭に限定せず現物給付も可能とすることで、多様化する消費者
のライフスタイルに対応した付加価値のある商品・サービスを提供

ex）医療・介護・保育施設と提携、費用を保険金・給付金で支払う商品の開発
不妊治療費用充当を目的とした商品の開発

（ご参考）モーゲージ保険
米国で先行。住宅ローン債務不履行時、担保を売却したときの売却価格と債務残高の
差額、および売却費用を金融機関に支払う損害保険。
死亡や高度障害時に住宅ローン残高を全額返済する団体信用生命保険とは異なる。

少子高齢化社会における生命保険事業の方向性―1 Ｐａｇｅ.33



②介護関連事業の展開

・ｸﾞﾙｰﾌﾟで幅広く介護事業を展開し、一体的な介護サービスを提供

③生活支援事業の展開

・生活物資配送サービス、保育施設の運営、葬儀サービス 等

④行政情報（マイナンバー）の有効活用

・災害時の安否確認や所在確認に活用し、確実に請求手続をご案内。

・年金請求時の現況確認に活用し、高齢者の負担を軽減。

少子高齢化社会における生命保険事業の方向性―2 Ｐａｇｅ.34



少子高齢化社会における生命保険事業の方向性（参考データ）

【新契約保険金額 年齢層別構成比】 【新契約件数 年齢層別構成比】

Ｐａｇｅ.35



【海外展開】 拡大・発展する海外での生保事業の展開

・日本生命 ： 米国・中国・インド・タイで展開中、次はインドネシア

・第一生命 ： 豪州・インド・タイ・インドネシアで展開中、米国生保の買収

少子高齢化社会における生命保険事業の方向性―3 Ｐａｇｅ.36



問題１

答 ： ③約4,000万円

（年間支出約２５０万円－年間収入約１５０万円）×４０年
障がいの内容程度によりますが、訪問介護・訪問リハビリ、福祉用具レンタル料が月々必要になります。
また、初期費用として住宅改造、介護用品の購入等に約120万円が必要、という調査結果があります。

（ご参考）

●介護・看護のために仕事をやめた人
年間 約１０万人（男性２．０万人、女性８．１万人） 総務省「就業構造基本調査」

●要介護状態となる原因の第１位は脳卒中
要介護状態になった人の約４人に１人が脳血管疾患（脳卒中）が原因です。
脳血管疾患のリスクが高まる４０代以降は特に注意が必要です。

□ 公的介護保険では、４０～６４歳（第２号被保険者）の場合、加齢に伴う16種類の特定疾病を
原因とする要介護（要支援）状態と認定された場合、サービス受給対象となります。そのなかに、
「脳血管疾患」が含まれています。障害年金は金銭給付・介護保険は現物給付。各々認定を
受ける必要があります。

保険クイズ 1 解答 Ｐａｇｅ.37



問題２

答 ： ①Ａ：がん Ｂ：脳血管疾患 Ｃ：骨折 Ｄ：がん Ｅ：脳血管疾患 Ｆ：骨折

ここからも、４０代になると男女とも脳血管疾患のリスクが高まることが分かります。

（ご参考）

●新たに入院する患者 約２．１秒に１人 厚生労働省調査より計算

●傷病別退院患者の平均在院日数 厚生労働省「患者調査」

□ 傷病名（男性平均・女性平均）

・胃の悪性新生物 （２１．２日 ＜ ２６．２日）
・高血圧性疾患 （３５．１日 ＜ ４４．２日）
・糖尿病 （２９．４日 ＜ ４４．８日）
・骨折 （２９．９日 ＜ ４７．９日）
・脳血管疾患 （７６．２日 ＜ １１２．２日）

保険クイズ 2 解答 Ｐａｇｅ.38



問題３

答 ： ②約４０万円
たとえば、日本生命の場合、月々の保険料は３５，１００円
年間保険料は４２１，２００円(１人あたり１４，０４０円）となります。

１年間、保険金支払いがない場合、配当金４４，０１４円、実質負担金は、
３７７，１８６円（１人あたり１２，５７３円）となります。

保険クイズ ３ 解答

（中小企業退職金共済事業本部資料）
（ご参考）

Ｐａｇｅ.39



「消費者との相互理解の促進に向けて」

○高齢者向け情報冊子「今だから聞きたい! 生命保険便利帳」の発行。
隠れたベストセラー。「生命保険」は、内容をしっかり理解いただくことが大切。

※ニッセイ保険エージェンシーでは、高齢者にご契約いただく際、ご家族のご同席を
お願いしています。

○全国の小学校・公立図書館に「ちびまる子ちゃんと学ぶ大切な３つのお話」
ＤＶＤ教材を寄贈

「社会に貢献するための取組み」

○「読み聞かせによる“家族のきずな”推進活動」への取組み
○子育て家庭支援団体への助成活動
○介護福祉士育成支援（昨年度まで4031名の学生に返還義務のない奨学金支給）
○外国人留学生支援（昨年度まで339名の留学生に返還義務のない奨学金支給）
○小中学校の校庭の芝生化への助成活動 等々

（ご参考） 生命保険協会の取組み １ Ｐａｇｅ.40



「警察からの（緊急）照会」対応

○時津風部屋力士暴行死事件（H19）を受け、法医学者、刑事法学者等の有識者か
ら成る「犯罪死の見逃し防止に資する死因究明制度の在り方に関する研究会」
発足。

○同研究会の調査によると、見逃し等事案43件のうち、14件は保険金を目的とした
殺人事件等であったことがその後の調査で判明。なかには、死亡の直近に生命保
険契約がされていた事案や、保険金の受取人となるために養子縁組や偽装結婚を
行っていた事案のように、生命保険の加入状況を捜査していれば、犯罪死の見逃
しを防ぐことができた可能性が高い事案も含まれている、とのこと。

○研究会報告書の内容を受け、警察庁と生命保険協会で、照会件数の増加や迅速
な回答の仕組み等について協議を行い、H25年4月より運用開始。

H25年度：警察からの緊急照会件数 24,084件（前年度616件）

（ご参考） 生命保険協会の取組み ２ Ｐａｇｅ.41



終わり


